
島根県設計・測量・調査等業務成績評定要領 新旧対照表 

改正後 改正前 

（目的） 

第１ 〔略〕 

 

（評定の対象） 

第２ 〔略〕 

 

（評定者）  

第３ 〔略〕 

 

（評定の時期） 

第４ 〔略〕 

 

（評定の方法） 

第５ 〔略〕 

２．〔略〕 

３．〔略〕 

４．〔略〕 

 

（評定の報告） 

第６ 〔略〕 

 

（評定結果の通知）  

第７ 〔略〕 

 

（評定の修正） 

第８ 〔略〕 

２．〔略〕 

 

（説明請求等） 

第９ 〔略〕 

２．〔略〕 

３．〔略〕  

 

（評定結果の公表） 

第１０ 〔略〕 

 

（島根県委託業務成績評定点通知公表実施要領） 

第１１ 〔略〕 

 

（附則） 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年６月１日から施行する。 

この要領は、平成２４年１月１日から施行する。 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

（目的） 

第１ 〔略〕 

 

（評定の対象） 

第２ 〔略〕  

 

（評定者）  

第３ 〔略〕 

 

（評定の時期） 

第４ 〔略〕 

 

（評定の方法） 

第５ 〔略〕 

２．〔略〕 

３．〔略〕 

４．〔略〕 

 

（評定の報告） 

第６ 〔略〕 

 

（評定結果の通知）  

第７ 〔略〕 

 

（評定の修正） 

第８ 〔略〕 

２．〔略〕 

 

（説明請求等） 

第９ 〔略〕 

２．〔略〕 

３．〔略〕 

 

（評定結果の公表） 

第１０ 〔略〕 

 

（島根県委託業務成績評定点通知公表実施要領） 

第１１ 〔略〕 

 

（附則） 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年６月１日から施行する。 

この要領は、平成２４年１月１日から施行する。 

 



（別紙１）島根県委託業務成績評定点通知公表実施要領 新旧対照表 

改正後 改正前 

（目的） 

第１ 〔略〕 

（対象委託業務等） 

第２ 〔略〕  

（評定点の通知及び公表） 

第３ 〔略〕 

２．〔略〕 

３．〔略〕 

 

（説明請求） 

第４ 〔略〕 

 
（説明請求の提出） 

第５ 〔略〕  

 
（説明請求に対する回答） 

第６ 〔略〕 

２．〔略〕  

３．〔略〕  

４．〔略〕 

 

 附則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年６月１日から施行する。 

この要領は、平成２４年１月１日から施行する。 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

（目的） 

第１ 〔略〕 

（対象委託業務等） 

第２ 〔略〕  

（評定点の通知及び公表） 

第３ 〔略〕 

２．〔略〕 

３．〔略〕 

 

（説明請求） 

第４ 〔略〕 

 
（説明請求の提出） 

第５ 〔略〕  

 
（説明請求に対する回答） 

第６ 〔略〕 

２．〔略〕  

３．〔略〕  

４．島〔略〕 

 

 附則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要領は、平成２０年６月１日から施行する。 

この要領は、平成２４年１月１日から施行する。 

 

 



別紙 考査基準 新旧対照表 

改正後 改正前 

別 紙 

 考 査 基 準 

 

１． 〔略〕 

 

２． 〔略〕 

 

３． 〔略〕 

 

４． 〔略〕 

 

５． 対象業務が複数の業務にまたがる場合の取扱い。 

対象業務が、複数の業務にまたがる場合においては、業務の目的、金

額を勘案し、原則として主たる業務の採点表を適用する。 

ここで、「主たる業務」の取扱いについては、以下を参考とする。 

・対象部分のどれかが１００万円を超えるときには、その業務を「主

たる業務」とみなす。 

・対象部分の複数が１００万円を超えるとき、もしくはどれもが１０

０万円を超えない場合に 

は、業務の目的、金額を勘案して、「主たる業務」を１つ選定する。 

これらの取扱いは、（主任）監督員及び完了検査員で決定する。 

 

６．  〔略〕 

 

７．  〔略〕 

  

８． 〔略〕 

 

９． 〔略〕 

 

別 紙 

 考 査 基 準 

 

１． 〔略〕 

 

２． 〔略〕 

 

３． 〔略〕 

 

４． 〔略〕 

 

５． 委託した業務が複数の業務にまたがる場合の「主たる業務」は、原則

として以下の優先順位により該当する考査表を選定し考査するもの

とする。 

① 建設コンサルタント業務 

❶詳細設計 ❷概略（予備）設計 

②補償コンサルタント業務 

③地質調査業務 

④測量業務 

 

 

 

６． 〔略〕 

 

７． 〔略〕 

 

８． 〔略〕 

 

９． 〔略〕 

 

 

 


